
令和6年6月28日
松 江 市

令和６年６月議会補正予算
【追加提案（一般会計第4号）】

【概要版】



〇議案として下記案件を提出

◆議 第111号 Ｐ１～Ｐ７
・令和６年度補正予算 １件
（一般会計１件）
一般会計4号

令和６年６月市議会定例会
財政関係提出案件の概要【追加提案】



令和６年度補正予算 会計別総括表
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（単位 千円、％）

前年度補正後比較

補正後の額 伸び率

【第4号】 108,317,495 585,325 108,902,820 105,702,030 3.0

国 民 健 康 保 険 事 業 17,959,974 17,959,974 17,968,010 ▲ 0.0

宍道国民健康保険診療施設事業 165,074 165,074 168,620 ▲ 2.1

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 事 業 6,023,763 6,023,763 5,723,863 5.2

介 護 保 険 事 業 21,740,722 21,740,722 22,898,644 ▲ 5.1

企 業 団 地 事 業 293,370 293,370 195,176 50.3

公 園 墓 地 事 業 6,633 6,633 8,139 ▲ 18.5

鹿島町恵曇・講武・御津・佐太
財 産 区

3,550 3,550 1,991 78.3

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 131,278 131,278 132,047 ▲ 0.6

小計 46,324,364 46,324,364 47,096,490 ▲ 1.6

154,641,859 585,325 155,227,184 152,798,520 1.6

補正前の額会   計   名 補正後の額補正額

一 般 会 計

特

別

会

計

合計



令和６年度補正予算 会計別総括表
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（公営企業会計） （単位 千円、％）

前年度補正後比較

補正後の額 伸び率

9,386,960 9,386,960 10,224,109 ▲ 8.2

5,685,928 5,685,928 5,778,801 ▲ 1.6

3,725,386 3,725,386 4,445,308 ▲ 16.2

14,308,728 14,308,728 14,567,117 ▲ 1.8

7,692,202 7,692,202 7,679,501 0.2

6,616,526 6,616,526 6,887,616 ▲ 3.9

2,536,008 2,536,008 2,748,476 ▲ 7.7

2,057,639 2,057,639 2,236,003 ▲ 8.0

478,369 478,369 512,473 ▲ 6.7

1,452,602 1,452,602 1,432,283 1.4

1,335,334 1,335,334 1,291,676 3.4

117,268 117,268 140,607 ▲ 16.6

13,514,865 13,514,865 13,531,888 ▲ 0.1

11,770,268 11,770,268 11,769,089 0.0

1,744,597 1,744,597 1,762,799 ▲ 1.0

41,199,163 41,199,163 42,503,873 ▲ 3.1

補正前の額会   計   名 補正後の額補正額

水 道 事 業

収 益 的 収 支 ・ 費 用 計

資 本 的 収 支 ・ 支 出 計

下 水 道 事 業

収 益 的 収 支 ・ 費 用 計

資 本 的 収 支 ・ 支 出 計

ガ ス 事 業

病 院 事 業

収 益 的 収 支 ・ 費 用 計

資 本 的 収 支 ・ 支 出 計

合計

収 益 的 収 支 ・ 費 用 計

資 本 的 収 支 ・ 支 出 計

交 通 事 業

収 益 的 収 支 ・ 費 用 計

資 本 的 収 支 ・ 支 出 計

195,841,022 585,325 196,426,347 195,302,393 0.6一般会計＋特別会計＋公営企業会計
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物価高騰対策

・令和6年分所得税及び令和6年度分個人住民税所得割から定額減税しきれない納税
義務者に対する調整給付の事業費を増額

Ⅰ 市民生活を支援 5億8,533万円Ⅰ 市民生活を支援 5億8,533万円

財 源 5億8,533万円

国庫支出金（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金） 5億8,533万円

【令和６年度 一般会計６月補正予算（第４号）追加提案 の内容】

物価高騰対策に要する予算 5億8,533万円



（給付金実施本部） 4

物価高により厳しい状況にある生活者を支援

～電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付事業費～ 事業費：5億8,533万円
財 源：重点支援交付金

【補正後事業費】

16億3,633万円
うち、調整給付金：16億983万円

その他給付金：2,650万円

Ⅰ 市民生活を支援

〈物価高騰対策〉

【給付スケジュール】
令和6年7月中旬・対象者へ「支給のお知らせ」等を順次発送

・専用ウェブサイトから電子申請受付開始
令和6年8月上旬・給付開始

【調整給付の対象者と内容】

納税義務者及び配偶者を含む扶養親族の人数(減税対象人数)に基づき算定される定額減税額(1人
当たり所得税：3万円、個人住民税所得割：1万円)が、税額から引ききれない場合に、差額を1万
円単位で切り上げて給付する。

定額減税しきれない納税義務者に対して支給する調整給付金について、6月3日の事務処理基準日時
点における減税対象人数を確認し給付金額を算定した結果に基づき、事業費を増額するもの。

減税対象人数
給付金額 備考納税義務者 扶養親族

現行予算 37,306人 13,919人 10億 2,450万円 補正第1号4月臨時会
今回算定 37,137人 27,256人 16億 983万円
差 引 ▲169人 13,337人 5億 8,533万円 補正第4号6月議会追加提案



令和６年度一般会計補正予算（第４号） 議 第111号
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歳入 （単位 千円、％）

補正前の額 補正額 補正後の額 構成比 前年度同期 伸び率

市 税 28,434,943 28,434,943 26.1 28,762,665 ▲ 1.1
地 方 譲 与 税 757,761 757,761 0.7 716,001 5.8
利 子 割 交 付 金 32,209 32,209 0.0 35,904 ▲ 10.3
配 当 割 交 付 金 117,302 117,302 0.1 150,258 ▲ 21.9
株式等譲渡所得割交付金 129,568 129,568 0.1 77,900 66.3
法 人 事 業 税 交 付 金 493,858 493,858 0.5 449,937 9.8
地 方 消 費 税 交 付 金 4,973,974 4,973,974 4.6 5,240,530 ▲ 5.1
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付金 7,936 7,936 0.0 7,396 7.3
環 境 性 能 割 交 付 金 40,505 40,505 0.0 32,853 23.3
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

15,627 15,627 0.0 13,693 14.1

地 方 特 例 交 付 金 1,040,323 1,040,323 1.0 187,645 454.4
地 方 交 付 税 22,152,945 22,152,945 20.3 21,463,236 3.2
交通安全対策特別交付金 32,398 32,398 0.0 33,701 ▲ 3.9
分 担 金 及 び 負 担 金 592,840 592,840 0.5 598,608 ▲ 1.0
使 用 料 及 び 手 数 料 2,050,960 2,050,960 1.9 2,069,800 ▲ 0.9
国 庫 支 出 金 21,472,478 585,325 22,057,803 20.3 20,599,051 7.1
県 支 出 金 8,141,851 8,141,851 7.5 8,040,357 1.3
財 産 収 入 511,107 511,107 0.5 319,589 59.9
寄 附 金 531,000 531,000 0.5 391,000 35.8
繰 入 金 4,285,791 4,285,791 3.9 3,778,257 13.4
繰 越 金 1 1 0.0 131,309 ▲ 100.0

諸 収 入 2,716,018 2,716,018 2.5 2,515,040 8.0
市 債 9,786,100 9,786,100 9.0 10,087,300 ▲ 3.0

108,317,495 585,325 108,902,820 100.0 105,702,030 3.0
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款
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合            計
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23

〇補正の内訳

・国庫支出金
物価高騰対応重点支援地
方創生臨時交付金

585,325



〇補正の内訳

・民生費
電力・ガス・食料品等価格高騰
重点支援給付金給付事業費

585,325

令和６年度一般会計補正予算（第４号）
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歳出（目的別） （単位 千円、％）

補正前の額 補正額 補正後の額 構成比 前年度同期 伸び率

議 会 費 474,714 474,714 0.4 483,849 ▲ 1.9

総 務 費 12,665,334 12,665,334 11.6 10,800,734 17.3

民 生 費 41,407,353 585,325 41,992,678 38.6 39,352,264 6.7

衛 生 費 11,502,391 11,502,391 10.6 12,104,316 ▲ 5.0

労 働 費 288,849 288,849 0.3 294,290 ▲ 1.8

農 林 水 産 業 費 2,640,810 2,640,810 2.4 2,799,830 ▲ 5.7

商 工 費 3,160,030 3,160,030 2.9 3,169,257 ▲ 0.3

土 木 費 9,524,073 9,524,073 8.7 9,682,371 ▲ 1.6

消 防 費 3,757,889 3,757,889 3.5 2,503,775 50.1

教 育 費 11,488,467 11,488,467 10.6 12,907,475 ▲ 11.0

災 害 復 旧 費 257,975 257,975 0.2 502,666 ▲ 48.7

公 債 費 10,722,372 10,722,372 9.8 10,752,518 ▲ 0.3

諸 支 出 金 377,238 377,238 0.3 298,685 26.3

予 備 費 50,000 50,000 0.1 50,000 0.0

108,317,495 585,325 108,902,820 100.0 105,702,030 3.0

科         目

合        計

1

2

3

4

5

12

13

14

6

7

8

9

10

11



令和６年度一般会計補正予算（第４号）
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歳出（性質別） （単位 千円、％）

性質 補正前の額 補正額 補正後の額 構成比 前年度同期 伸び率

人 件 費 18,103,952 18,103,952 16.6 16,824,212 7.6

物 件 費 15,749,981 15,749,981 14.5 15,796,865 ▲ 0.3

維 持 補 修 費 940,599 940,599 0.9 797,429 18.0

扶 助 費 26,267,572 26,267,572 24.1 25,342,758 3.6

補 助 費 等 12,115,299 585,325 12,700,624 11.7 12,409,624 2.3

公 債 費 10,722,372 10,722,372 9.8 10,752,518 ▲ 0.3

積 立 金 740,694 740,694 0.7 761,165 ▲ 2.7

投資及び出資金・
貸 付 金

1,113,835 1,113,835 1.0 1,233,433 ▲ 9.7

繰 出 金 8,163,425 8,163,425 7.5 8,375,346 ▲ 2.5

投 資 的 経 費 14,349,766 14,349,766 13.2 13,358,680 7.4

予 備 費 50,000 50,000 0.0 50,000 0.0

合      計 108,317,495 585,325 108,902,820 100.0 105,702,030 3.0
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〇補正の内訳

・補助費等
電力・ガス・食料品等価格高
騰重点支援給付金給付事業費

585,325



持続可能な開発目標（SDGs）の詳細
目標１(貧困)
あらゆる場所あ
らゆる形態の貧
困を終わらせる

目標２(飢餓)
飢餓を終わらせ、食
料安全保障及び栄養
の改善を実現し、持
続可能な農業を促進
する

目標３(保健)
あらゆる年齢の
すべての人々の
健康的な生活を
確保し、福祉を
促進する

目標４(教育)
すべての人に包摂
的かつ公正な質の
高い教育を確保し、
生涯学習の機会を
促進する

目標５(ｼﾞｪﾝﾀﾞｰ)
ジェンダー平等を達
成し、すべての女性
及び女児のエンパ
ワーメントを行う

目標６(水・衛生)
すべての人々の水
と衛生の利用可能
性と持続可能な管
理を確保する

目標７(ｴﾈﾙｷﾞｰ)
すべての人々の、安価かつ信
頼できる持続可能な近代的な
エネルギーへのアクセスを確
保する

目標８(経済成長と雇用)
包摂的かつ持続可能な経済成長
及びすべての人々の完全かつ生
産的な雇用と働きがいのある人
間らしい雇用を促進する

目標９(ｲﾝﾌﾗ、産業化、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ)
強靱なインフラ構築、包摂的かつ
持続可能な産業化の促進及びイノ
ベーションの推進を図る

目標１０(不平等)
国内及び各国家間
の不平等を是正す
る

目標１２(持続可
能な消費と生産)
持続可能な消費
生産形態を確保
する

目標１３(気候変
動)
気候変動及びそ
の影響を軽減す
るための緊急対
策を講じる

目標１４(海洋資源)
持続可能な開発のた
めに、海洋・海洋資
源を保全し、持続可
能な形で利用する

目標１５(陸上資源)
陸域生態系の保護、回復、持続
可能な利用の推進、持続可能な
森林の経営、砂漠化への対処並
びに土地の劣化の阻止・回復及
び生物多様性の損失を阻止する

目標１６(平和)
持続可能な開発のための平和で包
摂的な社会を促進し、すべての
人々に司法へのアクセスを提供し、
あらゆるレベルにおいて効果的で
説明責任のある包摂的な制度を構
築する

目標１７(実施手段)
持続可能な開発のた
めの実施手段を強化
し、グローバル・
パートナーシップを
活性化する

目標１１(持続可能
な都市)
包摂的な安全かつ
強靱で持続可能な
都市及び人間居住
を実現する


